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(54) Title: ILLUMINATION DEVICE AND LIQUID-CRYSTAL DISPLAY DEVICE

(54) 発明の名称 ：照明装置、液晶表示装置

(57) Abstract: The disclosed illumination device i s
provided with: a light-guide; a plurality of light
sources arrayed along an end face o f the light-guide;
an optical element that collimates the light emitted
by the light sources and inputs said collimated light
into the light-guide; and a plurality o f stripe-shaped

え ？ ― — switching regions provided inside the light-guide'、一
along the propagation direction o f light propagating
inside the light-guide. Each switching region can
switch between a propagation state, i n which the
light propagating inside the light-guide i s not emitted
outside the light-guide, and an emission state, in
which the light propagating inside the light-guide i s
emitted outside the light-guide.

(57) 要 約： 本発 明の照 明装置 は、導 光体
と、導光体の端面に沿 って配列 された複数

< の光源 と、光源か ら出射 した光 を平行化 し
て導光体の内部 に入射 させ る光学素子 と、
導光体 において該導光体の内部 を伝播す る
光の伝播方向に沿 って設 けられ、各々が、
導光体の内部 を伝播す る光 を導光体の外部
に出射 させない伝播状態 と、導光体の内部
を伝播す る光 を導光体の外部 に出射 させ る
出射状態 と、を切 り換 え可能な複 数のス ト
ライ プ状 の切 り換 え領 域 と、 を備 えて い
る。
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明 細 書

発明の名称 ：照明装置、液晶表示装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、照明装置、液晶表示装置に関する。

本願は、 2 0 1 0 年 7 月 7 日に、 日本に出願 された特願 2 0 1 0 _ 1 5 4

9 9 6 号 に基づき優先権 を主張 し、その内容をここに援用する。

背景技術

[0002] L E D ( L i ght Em i t t i ng Di ode ；発光ダイ才一 ド）を照明光源 と して用い

た液晶表示装置 と して、特許文献 1 ， 2 に記載の液晶表示装置が知 られてい

る。特許文献 1 の液晶表示装置は、 L E D を液晶パネルの直下に配置 し、そ

の光を拡散板で拡散 して均一な面光源 を作る直下方式の液晶表示装置である

。特許文献 2 の液晶表示装置は、 L E D を導光体の端面 （エ ッジ）に配置 し

、 L E D か ら入射 した光を導光体全体に広げて面光源 を作るエ ッジライ 卜方

式の液晶表示装置である。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 3 _ 2 9 2 3 6 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 1 0 _ 9 7 5 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 直下方式の液晶表示装置は、液晶パネルの直下に敷 き詰めた L E D の発光

をエ リア毎 に独立に制御することにより、高コン トラス 卜な表示が可能であ

る。 しか し、離散的に配置された複数の L E D か ら均一な光量分布を有する

照明光を作 り出すために、拡散板 と L E D との間隔を広げる必要がある。そ

のため、薄型化が困難である。

[0005] エ ッジライ 卜方式の液晶表示装置は、導光板 によって均一な照明光を作 り

出すことができるので、薄型化は容易である。 しか し、導光体の端面か ら導



光体の全面に光を広げる方式であるため、 1 画面内の照明光の光量をエ リア

毎 に独立に制御することができない。特許文献 2 の液晶表示装置は、小型の

バ ックライ 卜ュニ ッ 卜をマ 卜リクス状 に並べるタンデム方式を採用すること

によりエ リア毎の発光制御 を行 っている。 しか し、 この方式は、構造が複雑

になるという課題がある。

[0006] 本発明の目的は、簡単な構成で高コン トラス トな表示が可能なエ ッジライ

卜方式の照明装置及び液晶表示装置を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0007] 本発明の一実施形態に係 る照明装置は、導光体 と、前記導光体の端面に沿

つて配列された複数の光源 と、前記光源か ら出射 した光を平行化 して前記導

光体の内部 に入射させる光学素子 と、前記導光体において該導光体の内部 を

伝播する光の伝播方向に沿 って設けられ、各々が、前記導光体の内部 を伝播

する光を導光体の外部 に出射させない非点灯状態 と、前記導光体の内部 を伝

播する光を導光体の外部 に出射させる点灯状態 と、 を切 り換え可能な複数の

ス トライプ状の切 り換え領域 と、 を備えている。

[0008] 前記非点灯状態は、前記導光体の内部 を伝播する光を散乱 しない非散乱状

態であ り、前記点灯状態は、前記導光体の内部 を伝播する光を散乱する散乱

状態であってもよい。

[0009] 前記光学要素は、前記切 り換え領域は、高分子ネッ トワーク型液晶層 と、

前記高分子ネッ 卜ワーク型液晶層の内部 に電界を発生させ、前記高分子ネッ

卜ワーク型液晶層の散乱状態 と非散乱状態 とを切 り換える電界発生手段 と、

を備えていても良い。

[001 0] 前記高分子ネッ 卜ワーク型液晶層は、電界非印加時に非散乱状態 とな り、

電界印加時に散乱状態 となる リバ一ス モ一 ドの高分子ネッ 卜ワーク型液晶層

であっても良い。

[001 1] 前記電界発生手段は、前記光源の配列方向に沿 ってス トライプ状 に延びる

第 1 電極 と、前記複数の第 1 電極 と前記高分子ネッ 卜ワーク型液晶層を挟ん

で対向配置された第 2 電極 と、 を備えていても良い。



[00 12] 前記電界発生手段は、前記光源の配列方向に隣接して配置された一対のス

トライプ状の電極を備えていても良い。
[00 13] 前記光学素子はフレネルレンズであっても良い。

[00 14] 前記光学素子は、前記光源の位置を焦点位置とする放物面鏡と、前記放物

面鏡に入射されない前記光源からの光を平行化する平行化レンズと、前記導

光体の光出射面と平行な方向に直進する光を折り曲げ、前記導光体の光出射

面おいて全反射が生じる角度で出射する光路変換素子と、を備えていても良

い。

[00 15] 前記光学素子は、前記光源から出射した光を拡散させる拡散レンズと、前

記拡散レンズによって拡散された光を前記光源の配列方向において平行化す

る平行化レンズと、を備えていても良い。

[00 16] 前記光学素子は、前記導光体の光出射面と平行な方向に直進する光を折り

曲げ、前記導光体の光出射面おいて全反射が生じる角度で出射する光路変換

素子を備えていても良い。

[00 17] 前記光路変換素子は、前記導光体の光入射面を加工して形成されていても

良い。

[00 18] 前記光路変換素子は、前記光源と対向する面に溝が形成され、前記溝は、

前記光源の配列方向と直交する面で切った断面がV 字状の傾斜面を有する溝

であり、前記断面における前記傾斜面と平行な線と前記光の直進方向との成

す角が3 0 ° 未満であっても良い。

[00 19] 前記光源は、発光ダイオードであっても良い。

[0020] 本発明の他の実施形態に係る液晶表示装置は、上述した照明装置と、前記

照明装置の導光体の光出射面と対向して配置された液晶パネルと、を備えて

いる。

発明の効果
[002 1] 本発明によれば、簡単な構成で高コントラストな表示が可能なエッジライ

卜方式の照明装置及び液晶表示装置を提供することができる。

図面の簡単な説明



[0022] [ 図1]液晶表示装置の分解斜視図である。

[図2]導光体の断面図である。

[図3]液晶表示装置の電気的構成を示すプロック図である。

[図4]透明基板の光入射面の近傍の構成を示す平面図である。

[図5]図4 のY Z平面に平行な断面図である。

[図6]導光体に設けられた複数のサブ照明領域の平面図である。

[図7]光源と切り換え領域の制御方法の一例を示す図である。

[図8]光学素子の他の構成例を示す模式図である。

[図9]光学素子のさらに他の構成例を示す模式図である。

[図10A]比較例としての第 1実施形態のバックライ卜ュニッ卜の部分断面図で

ある。

[図10B]バックライ卜ュニッ卜の他の構成例を示す部分断面図である。

[図11]バックライ卜ュニッ卜のさらに他の構成例を示す部分断面図である。

[図12]図 1 2 は、バックライ卜ュニッ卜の変形例を示す断面図である。

[図13]光学シ一卜の変形例を示す模式図である。

[図14]光学シ一卜の変形例を示す模式図である。

[図15]図8 に示す光学素子の変形例を示す模式図である。

発明を実施するための形態
[0023] (第 1実施形態）

図 1は、液晶表示装置の第 1実施形態である液晶表示装置 1の分解斜視図

である。以下の説明では、ゲ一卜線 1 1の延在方向をX 方向、データ線 1 2

の延在方向をY方向、X 方向及びY方向と直交する方向をZ 方向として、各

構成要素の形状や配置を説明する。

[0024] 液晶表示装置 1は、液晶パネル 2 と、エッジライト方式を採用した照明装

置の一例であるバックライ卜ュニッ卜3 と、を備えている。

[0025] 液晶パネル 2 は、第 1基板 1 0 と、第 1基板 1 0 と対向配置された第 2 基

板 2 0 と、第 1基板 1 0 及び第 2 基板 2 0 の外面側に設けられた一対の偏光

板 3 0 (図 1では第 2 基板 2 0 の外面側に設置された一方の偏光板 3 0 のみ



が示されている）と、を備えている。図示は省略するが、第 1 基板 1 0 と第

2 基板 2 0 とが対向する対向領域の周縁部には矩形枠状のシール材が設けら

れており、第 1 基板 1 0 、第 2 基板 2 0 及びシール材により囲まれた空間に

液晶が封入されている。

[0026] 第 1 基板 1 0 と第 2 基板 2 0 とが対向する対向領域 （矩形枠状に配置され

たシ一ル材の内側）には、表示領域 2 A が設けられている。表示領域 2 A に

は、 X 方向に延びる複数のゲ一 卜線 1 1 とY 方向に延びる複数のデータ線 1

2 とが平面視格子状に設けられている。ゲ一 卜線 1 1 とデータ線 1 2 との交

差部には、赤色、緑色又は青色のいずれかの色に対応 した表示要素が設けら

れている。第 1 基板 1 0 上には、複数の表示要素がX 方向及び Y 方向にマ ト

リクス状に配置されており、該複数の表示要素によつて表示領域 2 A が形成

されている。

[0027] 液晶パネル 2 の背面側 （第 1 基板 1 0 を挟んで第 2 基板 2 0 とは反対側）

には、ノくッ クライ 卜ュニッ 卜3 が設けられている。

[0028] バ ックライ トユニッ ト3 は、光源ユニッ ト5 と、透明基板 5 2 と、光学素

子 5 3 と、反射シ一 卜5 5 と、光シャッターパネル 4 と、第 1 光学シ一 卜3

2 と、第 2 光学シ一 卜3 1 と、を備えている。

[0029] 光源ュニッ 卜5 は、複数の光源 5 と、光源 5 が実装された実装基板 5

4 と、を備えている。光源 5 1 は、例えば、 白色光を発光する発光ダイ才一

ド （L i ght Em i t t i ng Di ode ；L E D ) である。光源 5 は、点状光源 として

利用できるものであれば良 く、有機 E L ( ELect r o Lum i nescence) 素子のよ

うなものでも良い。複数の光源 5 は、発光面を透明基板 5 2 の光入射面 5

2 a と対向させた状態でX 方向に配列されている。光源 5 は、実装基板 5

4 と接続されたフレキシブル回路基板 5 4 a を介 して、光源駆動回路 6 5 (

図 3 参照）に接続されている。

[0030] 透明基板 5 2 は、第 2 基板 2 0 と略同 じ大きさを有する略矩形の平板部材

である。透明基板 5 2 としては、ァクリル樹脂などの板材が用いられる。透

明基板 5 2 の光源 5 と対向する端面は、光源 5 か ら出射 した光が入射す



る光入射面 5 2 a である。透明基板 5 2 は、光入射面 5 2 a か ら導入 された

光 を透明基板 5 2 の主面 と平行な方向 （X Y 平面 と平行な方向） に伝播 させ

る。

[0031 ] 透 明基板 5 2 の背面側 （透明基板 5 2 を挟 んで液晶パ ネル 2 とは反対側）

には、透明基板 5 2 の内部 か ら外部 に漏れ出す光 を透明基板 5 2 の内部 に向

けて反射 させ る反射 シ一 卜5 5 が設 け られている。

[0032] 透 明基板 5 の光入射面 5 2 a と光源 5 1 との間には、光源 5 1 か ら出射

した光 を X 方向において平行化 して透明基板 5 2 の内部 に入射 させ る光学素

子 5 3 が設 け られている。光学素子 5 3 と しては、例 えばフ レネル レンズの

ような屈折光学素子が用い られ るが、 回折格子ゃホ 口グラムな どのような回

折光学素子 を用いても良い。

[0033] 透 明基板 5 2 の液晶パ ネル 2 と対向する面 には、光 シャッターパ ネル 4 が

設 け られている。光 シャッターパ ネル 4 には、液晶パ ネル 2 に向けて光 を出

射する照明領域 が設 け られている。照明領域 には、 X 方向に延び る複数 のス

卜ライプ状 の切 り換 え領域 4 0 ~ 4 0 5 が Y 方 向に沿 って配列 されている

。各切 り換 え領域 4 0 1 ~ 4 0 5 では、光 シャッターパ ネル 4 の内部 を伝播

する光 を光 シャツタ一パ ネル 4 の外部 に出射 させない非点灯状態 と、光 シャ

ッタ一パ ネル 4 の内部 を伝播 する光 を光 シャッターパ ネル 4 の外部 に出射 さ

せ る点灯状態 と、 が切 り換 え られ るようにな つている。

[0034] 「非 点灯状態」 と 「点灯状態」は どのような方法で実現 してもよい。 図 1

の光 シャッターパ ネル 4 では、第 3 基板 4 1 と第 4 基板 4 2 との間に高分子

ネ ッ トヮ一 ク型液晶 （Po Lymer Network L i qu i d Crysta l ；P N L C ) 層 4 5

を配置 し、高分子ネ ッ トワー ク型液晶層 4 5 を非散乱状態 とすることで 「非

点灯状態」 を実現 し、高分子ネ ッ トワー ク型液晶層 4 5 を散乱状態 とするこ

とで 「点灯状態」 を実現 している。

[0035] 光 シ ャッターパ ネル 4 と透明基板 5 2 とは、一体 とな って導光体 6 と して

機能する。透明基板 5 2 の光入射面 5 2 a か ら入射 した光源 5 か らの光 は

、透明基板 5 2 と光 シャツタ一パ ネル 4 の内部 を全反射 しなが らY 方向に伝



播する。光シャッターパネル4 の内部を光が伝播する途中で特定の切り換え

領域 4 0 ~ 4 0 5 が散乱状態に切り換えられると、当該切り換え領域で光

が散乱され、液晶パネル 2 に向けて出射される。これにより、特定の切り換

え領域で点灯状態が実現される。切り換え領域 4 0 ~ 4 0 5 が非散乱状態

であれば、光は光シャッターパネル4 の内部を伝播 し続ける。この場合、光

は光シャッターパネル4 の外部に出射せず、非点灯状態となる。

[0036] 光シャッターパネル4 と液晶パネル 2 との間には、光シャッターパネル4

から出射 した散乱光を平行化 して液晶パネル 2 に出射する第 1光学シー ト3

及び第 2 光学シ一 卜3 2 が設けられている。第 1光学シ一 卜3 1 と第 2 光

学シ一 卜3 2 は、例えば、互いの集光方向が直交するプリズムシ一 卜である

[0037] 図 2 は、導光体 6 の断面図である。

[0038] 導光体 6 は、透明基板 5 2 と、透明基板 5 2 の一方の主面に配置された光

シャツタ一パネル4 と、透明基板 5 2 の他方の主面に配置された反射シ一 卜

5 5 と、を備えている。

[0039] 光シャッターパネル4 は、透明基板 5 2 の一方の主面に配置された第 3 基

板 4 と、第 3 基板 4 と対向配置された第4 基板 4 2 と、第 3 基板 4 と

第4 基板 4 2 との間に挟持された高分子ネッ卜ワーク型液晶層4 5 と、を備

えている。

[0040] 第 3 基板 4 1 及び第4 基板 4 2 は透明基板であり、例えば、ソ一ダラィ厶

ガラスの表面を研磨 したものが用いられる。第 3 基板 4 の表面には、 I T

0 (Ind i um Ti n Ox ide ；インジウム錫酸化物）等からなる透明な複数の第 1

電極 4 3 が設けられている。第 1電極 4 3 はX 方向にス 卜ライプ状に延び、

Y 方向に配列 している。第4 基板 4 2 の表面には、 I T O等からなる透明な

第 2 電極 4 4 が複数の第 1電極 4 3 と対向して設けられている。高分子ネッ

卜ワーク型液晶層4 5 は、第 1電極 4 3 と第 2 電極 4 4 との間に挟持されて

いる。第 1電極 4 3 と第 2 電極 4 4 は、後述するように、高分子ネットヮ一

ク型液晶層4 5 の内部に電界を発生させ、高分子ネッ卜ワーク型液晶層4 5



の散乱状態 と非散乱状態 とを切 り換える電界発生手段である。

[0041 ] 1 つの第 1 電極 4 3 と第 2 電極 4 4 とが重なる領域が 1 つの切 り換え領域

である。図 2 の光シャッターパネル 4 には、 X 方向に延びる 5 つの第 1 電極

4 3 が設けられてお り、 これにより、 X 方向に延びる 5 つの切 り換え領域 4

0 1 ~ 4 0 5 が形成 されている。 1 つの切 り換え領域 には、第 1 電極 4 3 と

、第 2 電極 4 4 と、 これ らの間に挟持された高分子ネッ トワーク型液晶層 4

5 と、が設けられている。

[0042] 高分子ネッ 卜ワーク型液晶層 4 5 は、網 目状 に形成 された高分子 4 6 のネ

ッ 卜ワークの隙間に誘電異方性が正の液晶 4 7 が分散 されたものである。高

分子ネッ トワーク型液晶層 4 5 は、例えば、紫外線硬化型ポ リマーを液晶中

に約 5 %混ぜ、紫外線 を照射 してポ リマ一を析出させることにより作成 され

る。第 3 基板 4 1 、第 4 基板 4 2 、第 1 電極 4 3 及び第 2 電極 4 4 の高分子

ネッ 卜ワーク型液晶層 4 5 と接する面には、図示略の配向膜が形成 されてお

り、該配向膜 によって高分子 4 6 の配向が制御 されている。該配向膜 によつ

て高分子 4 6 は概ね Y 方向に配向 してお り、第 1 電極 4 3 と第 2 電極 4 4 と

の間に電界を発生させない電界非印加時において液晶 4 7 を概ね Y 方向に配

向させる。第 1 電極 4 3 と第 2 電極 4 4 との間に電界を発生させた電界印加

時には、液晶 4 7 は、概ね Z 方向に配向する。

[0043] 高分子 4 6 と液晶 4 7 の配向方向が一致する電界非印加時には、高分子ネ

ッ 卜ワーク型液晶層 4 5 の内部 を伝播する光に対 して高分子 4 6 と液晶 4 7

の屈折率は概ね等 しい。そのため、高分子 4 6 と液晶 4 7 との界面で光の散

乱は生 じない （非点灯状態）。高分子 4 6 と液晶 4 7 の配向方向が異なる電

界印加時には、高分子ネッ 卜ワーク型液晶層 4 5 の内部 を伝播する光に対 し

て高分子 4 6 と液晶 4 7 の屈折率は異なる。そのため、高分子 4 6 と液晶 4

7 との界面で光の散乱が生 じる （点灯状態）。高分子ネッ トワーク型液晶層

4 5 は、電界非印加時に散乱が小さ く、電界印加時に散乱が大 きい リバース

モー ドの高分子ネッ 卜ワーク型液晶層である。

[0044] 第 3 基板 4 1 及び第 4 基板 4 2 は、透明基板 5 2 と同等の屈折率 を有する



。第 3 基板 4 と透明基板 5 2 の互いに対向する主面同士は、直接に、若 し

くは、これらと同等の屈折率を持つ光学接着剤を介 して密着 している。散乱

が小さい状態 （電界非印加時）での高分子ネットワーク型液晶層 4 5 の屈折

率は、第 3 基板 4 1、第4 基板 4 2 及び透明基板 5 2 と同等の屈折率を有す

る。

[0045] 高分子ネッ卜ワーク型液晶層 4 5 が非散乱状態 （電界非印加時）である場

合には、光源 5 から透明基板 5 2 の内部に入射 した光は、透明基板 5 2 、

第 3 基板 4 、高分子ネッ卜ワーク型液晶層 4 5 及び第4 基板 4 2 を透過 し

、大部分の光は第4 基板 4 2 の表面で全反射する。透明基板 5 2 と光シャツ

タ一パネル 4 は、一体となって導光体 6 として機能 し、導光体 6 の内部を全

反射によって光がY 方向に伝播する。導光体 6 の光入射面は、透明基板 5 2

の光入射面 5 2 a であり、導光体 6 の光出射面 6 a は、第4 基板 4 の第 2 電

極 4 4 が形成された主面とは反対側の主面 （X Y 平面と平行な面）である。

[0046] 高分子ネッ卜ワーク型液晶層 4 5 が散乱状態 （電界印加時）である場合に

は、透明基板 5 2 及び第 3 基板 4 を透過 し高分子ネッ卜ワーク型液晶層 4

5 に入射 した光は、高分子ネッ卜ワーク型液晶層 4 5 で散乱されて光シャツ

タ一パネル 4 から液晶パネル 2 側へ向けて出射する。図 2 は、切 り換え領域

4 0 1，4 0 2 , 4 0 3 ，4 0 5 が非散乱状態 （電界非印加時 ：0 F F ) で

あり、切 り換え領域 4 0 4 が散乱状態 （電界印加時 ：O N ) である場合を示

している。よって、導光体 6 の内部を伝播する光は切 り換え領域 4 0 4 から

液晶パネル 2 (図 1参照）に向けて選択的に出射する。

[0047] 図 3 は、液晶表示装置 1 の電気的構成を示すプロック図である。

[0048] 液晶表示装置 1 は、液晶パネル 2 と、光源 5 及び導光体 6 を含むバックラ

ィ 卜ュニッ卜3 と、映像信号制御回路 6 0 と、階調制御回路 6 と、ゲ一 卜

線駆動回路 6 2 と、データ線駆動回路 6 3 と、光源制御回路 6 4 と、光源駆

動回路 6 5 と、光シャッターパネル駆動回路 6 6 と、を備えている。

[0049] 液晶パネル 2 には、複数のゲ一 卜線 1 1 と複数のデータ線 1 2 とが格子状

に配置されている。ゲ一 卜線 1 1 とデータ線 1 2 との各交差部に対応 して薄



膜 トランジスタ （Th i n F i Lm Trans i stor ；T F T ) 1 3 が設けられている。

薄膜 トランジスタ 1 3 のゲ一 卜はゲ一 卜線 1 1 と接続されており、 ソースは

データ線 1 2 と接続されており、 ドレイ ンは画素電極 1 4 と接続されている

。画素電極 1 4 と対向する位置には対向電極 1 6 が設けられている。対向電

極 1 6 には、図示略の電源回路によって対向電極電位 V c o mが供給される

。画素電極 1 4 と対向電極 1 6 との間には、液晶層 1 5 が挟持されている。

つの画素電極 1 4 の配置領域が、表示の最小単位である表示要素である。

[0050] バ ックライ トユニッ ト3 には、光学素子 5 3 によって平行化された光が伝

播する複数のス トライプ状の伝播領域 5 0 1 ~ 5 0 5 と、導光体 6 の内部を

伝播する光の点灯状態 と非点灯状態 とを切 り換える複数のス トライプ状の切

り換え領域 4 0 1 ~ 4 0 5 と、が格子状に配置されている。各切 り換え領域

4 0 1 4 0 5 には、切 り換え制御を行 うためのス トライプ状の第 1 電極 4

3 が形成されている。伝播領域 5 0 1 5 0 5 と切 り換え領域 4 0 4 0

5 とが重なる領域がサブ照明領域 A である。導光体 6 には、複数のサブ照明

領域 A がX 方向とY 方向に沿 ってマ 卜リクス状に配置されている。図 3 では

、光源 5 の数 と切 り換え領域 4 0 1 4 0 5 の数をそれぞれ 5 つずっとし

ているが、光源 5 と切 り換え領域の数はこれに限定されない。

[0051 ] 映像信号制御回路 6 0 は、外部か ら入力された映像信号に基づいて画像制

御信号 と光源制御信号 とを生成する。

[0052] 光源制御信号は、光源 5 1 毎 に出射光の光量を指示 し、定め られたタイミ

ングで出射させる信号である。出射光の光量は、サブ照明領域 A に対応する

液晶パネル 2 の表示部分の画像の明るさ （外部か ら入力される映像信号の階

調値）に応 じて設定される。例えば、暗い画像が表示されている部分では、

サブ照明領域 A か ら出射する光 （当該サブ照明領域 A に対応 した光源 5 か

らの出射光）の光量を小さくし、明るい画像が表示されている部分では、サ

プ照明領域 A か ら出射する光 （当該サブ照明領域 A に対応 した光源 5 か ら

の出射光）の光量を大きくする。 これにより、液晶パネル 2 の表示領域全体

に常に最大光量の光を照射 し続ける従来の液晶表示装置に比べて、消費電力



を低減でき、コン トラス トも向上することができる。

[0053] 画像制御信号は、液晶パネル 2 の各表示要素にどのような階調を与えるか

を定める信号である。導光体 6 から出射される光の光量は、サブ照明領域 A

毎に制御されるため、実際に各表示要素で求められる階調の値は、映像信号

から得 られた階調信号に対 して、各表示要素に出射されるサプ照明領域 A か

らの出射光の光量に応 じた補正 （伸張処理）が加えられたものである。

[0054] 例えば、 1 つのサブ照明領域 A によって照明される複数の表示要素の数を

n個とする。 n個の表示要素に対 して外部から入力される映像信号の階調値

がそれぞれ K 1，Κ 2 , Κ 3 ， ，Κ η であるとすると、サブ照明領域 Α か

ら出射される光の光量は、 K 1，Κ 2 , Κ 3 ， ，Κ η のうちの最大の階調

値 K m a X に基づいて制御される。表示可能な最大階調が 2 5 5 階調であり

、 2 5 5 階調のときに光源から出射される光の光量が I 0 であるすると、階

調値 K m a X によって制御される出射光の光量は、例えば、 I 0 K m a x

/ 2 5 5 である。階調値 K m a X が 2 5 5 階調よりも小さい場合、出射光の

光量は I 0 よりも小さくなる。そのため、 n個の表示要素に供給される映像

信号の階調値は、表示可能な最大階調 （2 5 5 ) の範囲内で所定の階調まで

伸張される。 K m a X の階調値を2 5 5 階調まで伸張する場合、 K mの階調

は、 K m 2 5 5 / K m a X まで伸張される。

[0055] 階調制御回路 6 は画像制御信号に基づいて水平駆動信号と垂直駆動信号

とを生成する。ゲー 卜線駆動回路 6 2 は水平駆動信号に基づいて 1垂直走査

期間内に液晶パネル 2 の複数のゲ一 卜線 1 1 をS 1，S 2 , S 3 , ，S m

の順に順次選択する。データ線駆動回路 6 3 は水平駆動信号に基づいて 1水

平走査期間内に液晶パネル 2 の複数のデータ線 1 2 に対 してD 1，D 2 , D

3 ， ，D n の順に順次階調信号を供給する。これにより、液晶パネル 2 の

表示領域に 1 フレ一厶分の画像が表示される。

[0056] 光源制御回路 6 4 は光源制御信号に基づいて光源駆動信号と光シャッター

パネル駆動信号とを生成する。光源駆動信号は、各光源 5 1 が出射すべき出

射光の輝度、点灯時間及び出射タイミングを示す信号である。輝度は、光源



を駆動 す る駆動電流 の大 きさに依存 す る。光源 か ら出射 され る光 の光量 は、

輝度 を一定 と した場合、パル ス幅変調 （Pu Lse Wi dth Modu lat i on ；P WM)

によ り光源 5 1 の点灯時間 を制御 す る ことによ り、制御 され る。光 シ ャ ツタ

—パ ネル駆動信号 は、各切 り換 え領域 4 0 ~ 4 0 5 を散乱状態 とす るタイ

ミングを示 す信号 であ る。

[0057] 光 シ ャ ッターパ ネル駆動 回路 6 6 は光 シ ャ ッターパ ネル駆動信号 に基 づい

て 1 垂 直走査期 間内に光 シ ャ ッターパ ネル 4 の複数 の第 1 電極 4 3 を順次選

択 し、切 り換 え領域 4 0 1 ~ 4 0 5 を 4 0 1 ， 4 0 2 , 4 0 3 ， 4 0 4 ， 4

0 5 の順 に順次点灯状態 とす る。光源駆動 回路 6 5 は光源駆動信号 に基 づい

て 1 水平走査期 間内に各光源 5 か ら指定 された輝度 及び点灯時間で光 を出

射 させ る。導光体 6 の伝播領域 5 0 1 ~ 5 0 5 には、 5 0 1 ， 5 0 2 , 5 0

3 , 5 0 4 , 5 0 5 の順 で順次光 が点灯 され る。 これ によ り、複数 のサ ブ照

明領域 A か ら、光源駆動 回路 6 5 によ って制御 された光量 の光 が液 晶パ ネル

2 に向 けて順次 出射 され る。

[0058] な お、光源駆動 回路 6 5 は、各光源 5 1 を同一の タイ ミングで一括 して点

灯す る場合 もあ る。 この場合、切 り換 え領域 4 0 1 ~ 4 0 5 に対応 す る一列

分 のサ プ照 明領域 が、上段側 か ら順 に点灯状態 とな る。

[0059] 図 4 は、透 明基板 5 2 の光入射面 5 2 a の近傍 の構成 を示 す平面 図であ る

[0060] 光源 5 と透 明基板 5 2 との間 には、光源 5 か ら出射 した光 を X 方 向 に

おいて平行化 して透 明基板 5 2 の 内部 に入射 させ る光学素子 5 3 が設 け られ

ている。光学素子 5 3 は、例 えば フ レネル レンズであ る。光学素子 5 3 は光

源 5 1 毎 に 1 つずつ設 け られている。 図 4 では、光学素子 5 3 を透 明基板 5

2 とは別部材 と して形成 しているが、透 明基板 5 2 の端面 を光学素子 5 3 の

形状 に加工 し、透 明基板 5 2 と光学素子 5 3 とを一体 に形成 して も良い。光

源 5 1 の発光点 5 1 a か ら出射 した拡散光 L 0 は、光学素子 5 3 によ ってそ

の光学軸方 向 （Y 方 向） に平行化 されて X 方 向の広 が りが抑制 され、 Z 方 向

か ら見て略 Y 方 向 に延び る帯状 の光 L と して透 明基板 5 2 の 内部 を伝播 す る



[0061 ] 図 5 は、図 4 に示す構成の Y Z 平面に平行な断面図である。

[0062] 光学素子 5 3 の Υ Ζ 平面 と平行な断面は矩形である。そのため、光学素子

5 3 は Ζ 方向における集光作用を持たない。光源 5 の発光点 5 a か ら出

射 した拡散光 L 0 は、 Z 方向において平行化されることな く透明基板 5 2 の

光入射面 5 2 a に到達する。拡散光 L O は、透明基板 5 2 の主面 （X Y 平面

) に対 して斜めに傾いた方向に入射する光成分を多 く含む。そのため、透明

基板 5 2 の内部に入射 した光の大部分は、透明基板 5 2 及び光シャツターパ

ネル （図 5 では、光シャッターパネルの第 3 基板 4 1 のみを示す）の内部を

全反射 しなが ら伝播 し、点灯状態の切 り換え領域か ら出射 して表示に寄与す

る。

[0063] 図 6 は、導光体 6 に設けられた複数のサブ照明領域 A ~ A 5 5 の平面

図である。

[0064] 導光体 6 には、液晶パネル 2 (図 1 参照）に向けて出射する光の光量を独

立に制御可能な複数のサブ照明領域 A 1 1 ~ A 5 5 が設けられている。サ ブ

照明領域 A 1 ~ A 5 5 は、複数の切 り換え領域 4 0 1 4 0 4 と複数の伝

播領域 5 0 1 5 0 5 とが格子状に配置されることにより形成されたもので

ある。サブ照明領域 A ~ A 5 5 か ら出射する光の光量は、伝播経路 5 0

1 ~ 5 0 5 に沿 って光を入射させる光源 5 1 (図 1 参照）の輝度及び点灯時

間によつて制御される。

[0065] 図 7 は、光源 5 1 5 5 と切 り換え領域 4 0 1 ~ 4 0 5 の制御方法の

—例を示す図である。図 7 ( a ) 〜図 7 ( e ) は、処理の流れを時間順に示

すものであ り、図 7 ( a ) 〜図 7 ( e ) の左側部分は、切 り換え領域の選択

位置を示 している。図 7 ( f ) は、図 7 ( a ) 〜図 7 ( e ) の処理によって

得 られた出射光の光量分布を示す図である。

[0066] まず、図 7 ( a ) に示すように、時間 t Oか ら t 1 までの期間において 1

行 目の切 り換え領域 4 0 が散乱状態に切 り換えられる。 この切 り換えタイ

ミングに合せて、時間 t 0 か ら t 1 までの期間内に 1 列 目か ら5 列 目までの



光源から5 1 1， 5 1 2 ， 5 1 3 ， 5 1 4 ， 5 1 5 の順に、あるいは同時に

光が出射される。図 7 ( a ) では、例えば、光源 5 と光源 5 2 の光量

は I 1、光源 5 3 の光量は I 2 、光源 5 1 4 と光源 5 5 の光量は0 であ

る。

[0067] 次に、図 7 ( b ) に示すように、時間 t 1 から t 2 までの期間において 2

行目の切 り換え領域 4 0 2 が散乱状態に切 り換えられる。この切 り換えタイ

ミングに合せて、時間 t 1 から t 2 までの期間内に 1列目から5 列目までの

光源から5 1 1， 5 1 2 ， 5 1 3 ， 5 1 4 ， 5 1 5 の順に、あるいは同時に

光が出射される。図 7 ( b ) では、例えば、光源 5 と光源 5 3 の光量

は I 1、光源 5 2 の光量は I 3 、光源 5 1 4 と光源 5 5 の光量は0 であ

る。

[0068] 次に、図 7 ( c ) に示すように、時間 t 2 から t 3 までの期間において 3

行目の切 り換え領域 4 0 3 が散乱状態に切 り換えられる。この切 り換えタイ

ミングに合せて、時間 t 2 から t 3 までの期間内に 1列目から5 列目までの

光源から5 1 1， 5 1 2 ， 5 1 3 ， 5 1 4 ， 5 1 5 の順に、あるいは同時に

光が出射される。図 7 ( c ) では、例えば、光源 5 1 と光源 5 1 3 と光源

5 5 の光量は I 1、光源 5 1 2 と光源 5 4 の光量は I 3 である。

[0069] 次に、図 7 ( d ) に示すように、時間 t 3 から t 4 までの期間において4

行目の切 り換え領域 4 0 4 が散乱状態に切 り換えられる。この切 り換えタイ

ミングに合せて、時間 t 3 から t 4 までの期間内に 1列目から5 列目までの

光源から5 1 1， 5 1 2 ， 5 1 3 ， 5 1 4 ， 5 1 5 の順に、あるいは同時に

光が出射される。図 7 ( d ) では、例えば、光源 5 4 の光量は I 1、光源

5 5 の光量は I 3 、光源 5 1 と光源 5 2 と光源 5 3 の光量は0 であ

る。

[0070] 次に、図 7 ( e ) に示すように、時間 t 4 から t 5 までの期間において 5

行目の切 り換え領域 4 0 5 が散乱状態に切 り換えられる。この切 り換えタイ

ミングに合せて、時間 t 4 から t 5 までの期間内に 1列目から5 列目までの

光源から5 1 1， 5 1 2 ， 5 1 3 ， 5 1 4 ， 5 1 5 の順に、あるいは同時に



光が出射される。図 7 ( e ) では、例えば、光源 5 1 、光源 5 2 、光源

5 1 3 、光源 5 1 4 及び光源 5 5 の光量はいずれも 0 である。

[0071 ] 図 7 ( f ) は、時間 t 1 か ら t 5 までの期間に導光体 6 か ら出射された光

の光量分布を示す図である。 この光量分布は、 1 フレーム分の画像の明るさ

分布に基づいて制御されたものである。図 7 ( f ) の光量分布では、導光体

6 の左上 と右下の光量が大きく、導光体 6 の右上 と左下の光量が小さい。よ

つて、表示画像 としては、画面の左上 と右下が明るく、画面の右上 と左下が

暗い画像表示を行 う場合に適 した光量分布 となっている。

[0072] 各サプ照明領域 A 1 1 ~ A 5 5 か ら出射する光の光量は、各サプ照明領域

に対応する表示画像の明るさに応 じて独立に制御される。液晶パネル 2 の各

表示要素に供給する映像信号は、サブ照明領域か ら出射する光の光量に応 じ

て伸張処理されたものである。液晶表示装置 1 では、各サブ照明領域 A 1

~ A 5 5 か ら出射する光の光量を調節する調光制御 と、液晶パネル 2 の各表

示要素の映像信号を伸張する伸張制御 とを組み合わせたローカルデ ィミング

制御により、消費電力が小さく、 コン トラス 卜の高い画像表示が可能である

。液晶表示装置 1 では、複数の伝播領域 5 0 1 5 0 5 と複数の切 り換え領

域 4 0 1 ~ 4 0 5 とにより得 られた複数のサブ照明領域 A 1 ~ A 5 5 によ

つて、エ リア毎の調光制御を可能 としている。そのため、エッジライ ト方式

の薄型のバ ックライ 卜ュニッ 卜3 を用いなが ら、 口一カルデ ィミング制御に

よる高品質な画像表示が可能である。

[0073] (第 2 実施形態）

図 8 は、図 5 に示 した光学素子 5 3 の他の構成例 （光学素子 7 0 ) を示す

模式図である。図 8 では、光源 5 1 を簡略化 して円形の記号で示 している。

[0074] 図 8 の光学素子 7 0 は、光源 5 の位置を焦点位置 とする放物面鏡 7 と

、放物面鏡 7 に入射されない光源 5 か らの光 L 3 を平行化する平行化 レ

ンズ 7 2 と、 Y 方向に直進する光の光路を折 り曲げ、導光体 6 の光出射面 6

a おいて全反射が生 じる角度で出射する光路変換素子 7 3 と、を備えている



[0075] 光学素子 7 0 は、拡散角の大きい光 L を放物面鏡 7 で平行化 し、放物

面鏡 7 に入射 しない拡散角の小さい光 L を平行化 レンズ 7 2 で平行化す

る。これにより、光源 5 1 から出射 した光は全てY 方向に直進する光となる

。 Y 方向に直進する光は光路変換素子 7 3 によって、 Y Z 平面内でY 方向と

交差する方向に向きを変えられ、全反射によって導光体の内部をY 方向に伝

播する。これにより、光源 5 1 の照射する光を有効に利用することができる

[0076] 光路変換素子 7 3 は、例えば、光源 5 と対向する面にV 字状の溝が形成

されたフイルム、あるいは、斜面が斜めになつており、プリズムのように入

射光の角度を屈折により変化させる光学物質または光学層である。以下、こ

れらを溝として説明する。溝の傾斜面 7 3 a はY 方向に対 して斜めに傾いて

いる。 Y Z 平面内における傾斜面 7 3 a と平行な線と、 Y 軸との成す角度は

3 0 ° 未満が好ましく、より好ましくは、 2 2 . 5 ° 以下が良い。これによ

り、傾斜面 7 3 a で屈折 した光を導光体 6 の光出射面 6 a において全反射さ

せることができる。傾斜面 7 3 a は、光路変換素子 7 3 の基材となるフィル

厶の表面に金型を転写することにより形成することができる。

[0077] 図 8 では、光路変換素子 7 3 は、透明基板 5 2 と別体で設けられているが

、透明基板 5 2 の端面を加工 して透明基板 5 2 の端面に光路変換素子 7 3 を

—体に形成 しても良い。光路変換素子 7 3 は、 レンズのような屈折光学素子

に限らず、回折格子やホログラムなどのような回折光学素子であっても良い

[0078] 図 8 の光学素子 7 0 では、光路変換素子 7 3 によってY 方向に直進する光

が折り曲げられる。そのため、透明基板 5 2 の内部に入射 した光の略全てが

光シャッターパネルの内部を全反射 しながら伝播 し、光シャッターパネルで

散乱されて表示に寄与する。図4 及び図 5 に示 した光学素子 5 3 では、光路

変換素子 7 3 がないので、 Y 方向に直進する光が存在する。よって、図4 及

び図 5 の光学素子 5 3 に比べて図 8 の光学素子 7 0 を用いた液晶表示装置は

、明るい表示が可能となる。図 8 では、互いに平行な光が光学素子 7 3 a に



垂直に入射する。 これ らの光は、光学素子 7 3 a のプ リズム角に従 って、一

定の角度で透明基板 5 2 中を進行する。

[0079] (第 3 実施形態）

図 9 は、図 5 に示 した光学素子 5 3 のさらに他の構成例 （光学素子 7 4 )

を示す模式図である。図 9 では、光源 5 1 を簡略化 して円形の記号で示 して

いる。

[0080] 図 9 の光学素子 7 4 は、光源 5 か ら出射 した光を拡散させる拡散 レンズ

7 6 と、拡散 レンズ 7 6 によって拡散された光を光源 5 の配列方向におい

て平行化する平行化 レンズ 7 5 と、 を備えている。

[0081 ] 光学素子 7 4 では、光源 5 1 か ら出射 した光をX 方向に大きく広げること

ができる。そのため、図 4 及び図 5 に示 した光学素子 5 3 を用いる場合に比

ベて、 1 つの光源 5 1 によって形成される伝播領域 5 0 1 ~ 5 0 5 (図 3 参

照）の幅が大きくな り、透明基板 5 の光入射面 5 2 a に配置する光源 5

の個数を少な くすることができる。

[0082] 拡散 レンズ 7 6 及び平行化 レンズ 7 5 の Y Z 平面 と平行な断面は矩形であ

る。そのため、光学素子 7 6 は Z 方向における集光作用を持たない。よって

、光源 5 1 か ら出射 した拡散光 L 0 は、 Z 方向において平行化されることな

く透明基板 5 2 の光入射面 5 2 a に到達する。そ して、透明基板 5 2 及び光

シャッターパネルの内部を全反射 しなが ら伝播 し、光シャッターパネルで散

乱されて表示に寄与する。

[0083] なお、図 9 には図示 していないが、平行化 レンズ 7 5 及び拡散 レンズ 7 6

に加えて、第 2 実施形態で用いた光路変換素子 7 3 を用いる構成を採用する

ことも可能である。 これにより、透明基板 5 2 の内部に入射 した光の略全て

を表示に寄与させることができる。

[0084] (第 4 実施形態）

図 1 0 A は比較例 としての第 1 実施形態のバ ックライ 卜ユニッ トの部分断

面図である。図 1 O B は、バ ックライ 卜ュニッ 卜の他の構成例を示す部分断

面図である。図 1 O A 及び図 1 O B では、説明を分か りやす くするために、



反射シ一 卜と第 1光学シ一 卜及び第 2 光学シ一 卜の図示を省略 している。

[0085] 図 1 O A に示すように、第 1実施形態のバックライ 卜ュニッ卜3 では、透

明基板 5 2 、第 3 基板 4 1、第 1電極 4 3 、高分子ネットワーク型液晶層 4

5 、第 2 電極 4 4 及び第4 基板 4 2 によって導光体 6 が形成されていた。図

1 O B のバックライ 卜ュニッ卜7 では、第 3 基板 4 を省略 し、透明基板 5

6 の表面に第 1電極 4 3 を形成 し、透明基板 5 6 と第4 基板 4 2 とによって

高分子ネットワーク型液晶層 4 5 を挟持 している。導光体 6 は、透明基板 5

6 、第 1電極 4 3 、高分子ネットワーク型液晶層 4 5 、第 2 電極 4 4 及び第

4 基板 4 2 によって形成されている。

[0086] 図 1 O B のバックライ 卜ュニッ卜7 では、第 3 基板 4 1 が省略されている

ので、図 1 O A に示 した第 1実施形態のバックライ 卜ュニッ卜3 に比べて薄

型化が可能であるとともに、ノくッ クライ 卜ュニッ卜7 を構成する部品の点数

を削減できる。

[0087] (第 5 実施形態）

図 1 1 は、バックライ 卜ュニッ卜の他の構成例を示す部分断面図である。

図 1 1 では、説明を分かりやすくするために、反射シ一 卜と第 2 光学シ一 卜

の図示を省略 している。

[0088] 図 1 1 のバックライ トユニット8 は、図 1 0 A に示 した第 1実施形態のバ

ックライ 卜ュニッ卜3 と比較 して、第 3 基板 4 と第4 基板 4 2 を省略 し、

透明基板 5 7 の表面に電界発生手段である第 1電極 4 8 及び第 2 電極 4 9 を

形成 し、透明基板 5 7 と第 2 光学シ一 卜3 2 とによって液晶層 8 0 を挟持 し

ている。第 2 光学シ一 卜はプリズムシ一 卜なので導光体とはならない。よつ

て、導光体 6 は、透明基板 5 7 、第 1電極 4 8 、第 2 電極 4 9 及び液晶層 8

0 によって形成されている。

[0089] 第 1 電極 4 8 と第 2 電極 4 9 とは同一透明基板 5 7 上に形成されている。

第 1電極 4 8 と第 2 電極 4 9 は、X 方向にス トライプ状に形成され、第 1電

極 4 8 と第 2 電極 4 9 との間に形成されるY 方向の横電界によって液晶層 8

0 の配向を制御する。第 1電極 4 8 と第 2 電極 4 9 とに挟まれた領域が切 り



換え領域 4 0 1 ~ 4 0 5 である。切 り換え領域 には、液晶層 8 0 と、液晶層

8 0 の内部 に電界を発生させる第 1 電極 4 8 及び第 2 電極 4 9 が設 けられて

いる。第 1電極 4 8 及び第 2 電極 2 9 は、例えば I T O 等の透明電極であるが

、不透明な電極でも良い。

[0090] 第 1 電極 4 8 と第 2 電極 4 9 との間に発生する電界の方向は Y 方向である

ことか ら、電界印加時に液晶を Z 方向に配向させるためには、液晶の誘電異

方性は負でなければな らない。すなわち、液晶層 8 0 は、網 目状 に形成 され

た高分子のネッ 卜ワークの隙間に誘電異方性が負の液晶が分散 されたもので

ある。高分子は概ね Y 方向に配向 してお り、第 1 電極 4 8 と第 2 電極 4 9 と

の間に電界を発生させない電界非印加時において液晶を概ね Y 方向に配向さ

せる。第 1 電極 4 8 と第 2 電極 4 9 との間に電界を発生させた電界印加時に

おいては、液晶は、概ね Z 方向に配向する。

[0091 ] 図 1 1 のバ ックライ トユニ ッ ト8 は、第 3 基板 4 1 及び第 4 基板 4 2 が省

略されているので、図 1 O A に示 した第 1 実施形態のバ ックライ 卜ユニ ッ ト

3 に比べて薄型化が可能であるとともに、バ ックライ 卜ュニ ッ 卜8 を構成す

る部品の点数 を削減できる。 また、透明基板 5 7 のみに第 1 電極 4 8 及び第

2 電極 4 9 を形成 し、第 2 光学シ一 卜3 2 に電極 を形成 しないので、導光体

6 の製造 プロセスが簡単になる。図 1 2 に変形例 を示す。 この変形例では、

絶縁層 8 1 を介 して、第 1 電極 （ス トライプ電極） 4 8 と第 2 電極 （ベタ電

極） 4 9 の間に横方向の電圧を印加する。 また、凹凸部 を有する光学シ一 卜

3 2 が液晶面に設けられている。 この構成 によっても、電圧を印加 または無

印加することにより、光の出射を制御することができる。

[0092] (変形形態）

上記の実施形態では、照明装置の一例 と してバ ックライ 卜ュニ ッ 卜を記載

した。 しか し本発明の照明装置は、液晶パネル 2 の前面側 （表示画像 を視認

する側）に配置 して液晶パネル 2 を照明するフ ロ ン トライ 卜ュニ ッ 卜にも適

用できる。

[0093] 図 5 及び図 9 の光学素子 5 3 ， 7 4 には、図 8 に示 した光路変換素子 7 3



を追加 して適用することができる。すなわち、図 5 及び図 9 の光学素子 5 3

， 7 4 と透明基板 5 2 の光入射面 5 2 a との間に、 Y 方向に直進する光の光

路を折り曲げ、導光体 6 の光出射面 6 a おいて全反射が生 じる角度で出射す

る光路変換素子 7 3 を設けることができる。こうすることで、透明基板 5 2

の内部に入射 した光は略全てが光シャツタ一パネルの内部を全反射 しながら

伝播 し、光シャッターパネルで散乱されて表示に寄与するようになる。以上

の説明において、高分子分散型液晶の散乱、非散乱の切 り替えにより全反射

条件を崩すことができることが重要である。なお、 B l u e P h a s e 液

晶等を用いることもできる。

[0094] 図 1 2 は、バックライ 卜ュニッ卜の変形例を示す断面図である。図 1 1 に

示すバックライ 卜ュニッ卜8 では、ス 卜ライプ状の第 1電極 4 8 と第 2 電極

4 9 との間に電圧を印加 したが、図 1 2 に示すバックライ 卜ュニッ卜9 では

、第 1電極 （ス トライプ電極）4 8 と第 2 電極 （ベタ電極）4 9 の間に電圧

を印加する。絶縁層 8 がこれらの電極 4 8 、 4 9 の間に形成されている。

液晶層 8 0 は水平配向されており、その対向側の光学シ一 卜3 2 の表面は、

光を取り出しやすいようにその表面がプリズ厶状に形成されている。この液

晶層 8 0 の構成は F F S ( F r i n g e F i e l d S w i t c h i n g

) 型と呼ばれているもので、液晶層 8 0 は第 1電極 4 8 に近い部分のみが動

くため、光学シ一 卜3 2 の表面が凸凹 していても影響が小さいという特徴を

有する。第 1電極 4 8 と第 2 電極 4 9 との間に電圧を印加または無印加 し、

透明基板 5 7 中を進行する光の全反射を制御することにより、光学シ一 卜3

2 を通 して光が出射するか否かを制御する。第 1電極 4 8 と第 2 電極 4 9 と

しては、例えば、 I T O透明電極を用いることができる。絶縁層 8 として

は、例えば、 S i N膜を用いることができる。液晶層 8 0 としては、誘電率

異方性が正のものを用いることができる。これより、光学シ一 卜3 2 を直接

液晶保持基板とすることができ、より簡便な構成を実現することができる。

[0095] 図 1 3 、図 1 4 は、光学シ一 卜3 2 の変形例を示す模式図である。図 1 3

に示す変形例では、光学シ一 卜3 2 が光学層 3 2 — 1 と3 2 —2 の二層から



なる。光学層 3 2 _ 1 は、導光体 6 と光学的に接着されており、上側にプリ

ズ厶形状を有する。一方、光学層 3 2 —2 は、光学層 3 2 _ 1 と対向するよ

うにプリズム形状を有する。光学層 3 2 _ 1 から出射 した光は、光学層 3 2

_ 2 によりその方位を曲げられて、表示面に対 して垂直な方位と近い方位に

出射する。より具体的には、導光体 6 が屈折率 n 1 を有する下層と屈折率 n

2 を有する上層とを有 し、導光体 6 の上層上に屈折率 n 2 を有する光学層 3

- が設けられており、この導光体 6 の上層の屈折率 n 2 を変化させるこ

とにより、光学層 3 2 _ 1 から出射する光の全反射条件を制御する。また、

図 1 3 の光学層 3 2 _ 2 を省略 した変形例も可能である。この場合、導光体

6 の上層 （屈折率 n 2 ) を通過 した光が光学層 3 2 _ 1 0のプリズムで反射 し

、図中下方向に光が出射するように光学的に設計する。この場合、導光体 6

は、実際には上下反対に設置 し、光が液晶パネル側に出射するようにして使

用することとなる。

[0096] 図 1 4 に示す変形例では、光学シー ト3 2 が導光体 6 と光学的に接着され

ており、上側に広がった形状を有 している。その平面形状としては、図 1 4

の左側に示すようなス トライプ状であってもよく、また、図 1 4 の右側に示

すような円錐状でもよい。その開き角 （図中のq) は、 3 0 ~ 6 0 度に設定す

るのが好ましく、特に4 5 度に設定するのが好ましい。図 1 4 に示す変形例

においても、図 1 3 に示す変形例と同様に、導光体 6 が屈折率 n を有する

下層と屈折率 n 2 を有する上層とを有 し、この導光体 6 の上層の屈折率 n 2

を変化させることにより、光学層 3 2 から出射する光の全反射条件を制御す

る。

[0097] 図 1 5 は、図 8 に示す光学素子の変形例を示す模式図である。図 1 5 に示

す光学素子は、図 8 に示す光源 5 と光路変換素子 7 3 との間に偏光変換素

子 8 2 を設けた点のみが図 8 に示す光学素子と異なる。偏光変換素子 8 2 と

しては、 3 M社製のD B E F などを用いることができる。偏光変換素子 8 2

は、光源からの光をS 波などに変換する。これにより、透明基板 5 2 中に入

射する光の偏光方向が一方向になり、全反射条件を満たすか満たさないかの



選択が容易になる。また、出射光の出射方位が揃い、出射光が表示用液晶パ

ネルに対 してより垂直に入射することができる。

産業上の利用可能性

[0098] 本発明は、照明光の光量をエリア毎に制御するエッジライ ト方式の照明装

置の分野、及び、このような照明装置を備えた液晶表示装置の分野に利用す

ることができる。

符号の説明

[0099] 液晶表示装置

液晶パネル

3 、 7 、 8 、 9 バックライ トユニット （照明装置）

6 導光体

6 a 導光体の光出射面

4 3 第 1 電極

4 4 第 2 電極

4 5 高分子ネッ卜ワーク型液晶層

4 8 第 1 電極

4 9 第 2 電極

5 1、 5 1 1、 5 1 2 、 5 1 3 、 5 1 4 、 5 1 5 光源

5 透明基板

5 a 透明基板の光入射面

5 3 光学素子

7 0 光学素子

7 放物面鏡

7 平行化レンズ

7 3 光路変換素子

7 4 光学素子

7 5 平行化 レンズ

7 6 拡散 レンズ



8 0 液晶層

8 絶縁層

8 偏光変換素子

4 0 1， 4 0 2 , 4 0 3 ， 4 0 4 ， 4 0 5 切 り換 え領域

5 0 1、 5 0 2 、 5 0 3 、 5 0 4 、 5 0 5 伝播領域



請求の範囲

導光体 と、

前記導光体の端面 に沿 って配列された複数の光源 と、

前記光源か ら出射 した光 を平行化 して前記導光体の内部 に入射 させ

る光学素子 と、

前記導光体 において該導光体の内部 を伝播する光の伝播方向に沿 つ

て設 け られ、各 々が、前記導光体の内部 を伝播する光 を導光体の外部

に出射 させない非点灯状態 と、前記導光体の内部 を伝播する光 を導光

体の外部 に出射 させる点灯状態 と、 を切 り換 え可能な複数のス トライ

プ状の切 り換 え領域 と、 を備 えている照明装置。

前記非点灯状態は、前記導光体の内部 を伝播する光 を散乱 しない非

散乱状態であ り、前記点灯状態は、前記導光体の内部 を伝播する光 を

散乱する散乱状態である請求項 1 に記載の照明装置。

前記切 り換 え領域 は、高分子ネ ッ トワーク型液晶層 と、前記高分子

ネ ッ 卜ワーク型液晶層の内部 に電界 を発生させ、前記高分子ネ ッ 卜ヮ

一ク型液晶層の散乱状態 と非散乱状態 とを切 り換 える電界発生手段 と

、 を備 えている請求項 2 に記載の照明装置。

前記高分子ネ ッ 卜ワーク型液晶層は、電界非印加時に非散乱状態 と

な り、電界印加時に散乱状態 となる リバースモー ドの高分子ネ ッ 卜ヮ

—ク型液晶層である請求項 3 に記載の照明装置。

前記電界発生手段 は、前記光源の配列方向に沿 ってス トライプ状 に

延びる第 1 電極 と、前記複数の第 1 電極 と前記高分子ネ ッ 卜ワーク型

液晶層 を挟んで対向配置 された第 2 電極 と、 を備 えている請求項 3 又

は 4 に記載の照明装置。

前記電界発生手段 は、前記光源の配列方向に隣接 して配置 された一

対のス トライプ状の電極 を備 えている請求項 3 又 は 4 に記載の照明装

[ 請求項7] 前記光学素子はフ レネル レンズである請求項 1 ない し6 のいずれか



1 項 に記載の照明装置。

前記光学素子は、前記光源の位置 を焦点位置 とする放物面鏡 と、前

記放物面鏡 に入射 されない前記光源か らの光 を平行化する平行化 レン

ズと、前記導光体の光出射面 と平行な方向に直進する光 を折 り曲げ、

前記導光体の光出射面おいて全反射が生 じる角度で出射する光路変換

素子 と、 を備 えている請求項 1 ない し 6 のいずれか 1 項 に記載の照明

装置。

前記光学素子は、前記光源か ら出射 した光 を拡散 させる拡散 レンズ

と、前記拡散 レンズによって拡散 された光 を前記光源の配列方向にお

いて平行化する平行化 レンズと、 を備 えている請求項 1 ない し 6 のい

ずれか 1項 に記載の照明装置。

前記光学素子は、前記導光体の光出射面 と平行な方向に直進する光

を折 り曲げ、前記導光体の光出射面おいて全反射が生 じる角度で出射

する光路変換素子を備 えている請求項 7 又は 9 に記載の照明装置。

前記光路変換素子は、前記導光体の光入射面 を加工 して形成 されて

いる請求項 1 0 に記載の照明装置。

前記光路変換素子は、前記光源 と対向する面 に溝が形成 され、前記

溝 は、前記光源の配列方向 と直交する面で切 った断面が V 字状の傾斜

面 を有する溝であ り、前記断面 における前記傾斜面 と平行な線 と前記

光の直進方向 との成す角が 3 0 ° 未満である請求項 8 、 1 0 、 1 1 の

いずれか 1 項 に記載の照明装置。

前記光源 は、発光 ダイオー ドである請求項 1 ない し 1 2 のいずれか

1 項 に記載の照明装置。

請求項 1 ない し 1 3 のいずれか 1項 に記載の照明装置 と、前記照明

装置の導光体の光出射面 と対向 して配置 された液晶パネル と、 を備 え

ている液晶表示装置。
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